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 売上⾼は5.5％増の5,288億円、営業利益は16.4%増の831億円と、いずれも前期に
引き続き過去最⾼を達成。

 20年3⽉期については、新型コロナウィルスの影響はほぼ無かった。

 営業利益の117億円の増益のうち、約70億円は、営業利益率の1.5pt向上の寄与によ
るもの。

 当期純利益は692億円、配当性向は27.9％であったが、リクルートHD社の株式売却
益による特別利益計上の影響を差し引けば配当性向は約35％となる。



 概ね2020年1⽉に修正した業績予想通りの着地となった。

 売上⾼は予想5,300億円に対し△11億円であったが、為替変動による影響が無かっ
たと仮定すれば5,300億以上の売上⾼となる。

 2020年3⽉期は中期経営計画（2019-2022）の1年⽬に相当するが、営業利益831
億円は中計2年⽬の計画値をも上回る⽔準。
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 コンサルティングは、DX関連案件を中⼼に好調。

 ⾦融ITは、
・証券業向けは、みずほ証券を含む複数社で共同利⽤型サービス（THE STAR）
導⼊が進み増収。

・保険業向けは、⼤⼿⽣保向けが縮⼩したものの、損保向け事業が通期で好調を
維持し増収。

・銀⾏業向けは、新形態銀⾏向けの基幹系システム更改案件等で増収。

 産業ITは、海外事業の約△60億円の減収により全体で減少。⼀⽅、国内事業に限定
すると3%弱の増収。DX案件が好調を牽引。

 IT基盤サービスは、デジタルワークプレイス事業でWindows10化や働き⽅改⾰に伴
うオフィス環境刷新へのIT投資や、情報セキュリティ事業が好調で増収。
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 野村HD向けは、デジタルワークプレイス事業の案件により増収。

 セブン＆アイ・ホールディングス向けは、消費税増税対応等のIT投資が牽引し、増収。

 海外事業は、豪州を中⼼に約63億円の減収。海外事業の減収のうち約半分は為替要
因（豪ドルレートが前期⽐約9％下落）。
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 コンサルティングは、経営コンサルティングの増収効果等で⾼い利益率を達成。

 ⾦融ITは、証券業向けを中⼼に増益。

 産業ITは、オフショアの活⽤やデジタルIP開発による国内事業の⽣産性向上により、
減収ながらも増益を確保。
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 コンサルティングサービスの増収のうち、2/3はコンサルティングセグメントの伸び、
残り1/3はシステム開発の上流としてのソリューション関連セグメントの伸び。

 開発・製品販売は、⾦融IT（証券業向け、銀⾏業向け）の成⻑が⼤きく寄与。

 運⽤サービスは、安定継続的に推移。
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 営業利益率の1.5ptの上昇のうち、売上総利益率（粗利率）の改善要因が約1.3ptを占
める。⽣産性の向上や不採算案件の抑制で、プロジェクトの採算性が向上したことを
⽰す。
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 減損損失の計上は、Cutterののれん残⾼の⼀部を減損（約14億円）、およびB+Pの
固定資産を減損したことによるもの。
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 定量的なKPIに基づき、四半期ごとに施策の達成状況のモニタリングを実施。今後、
定期的に開⽰していく。
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 受注残⾼が⾼⽔準にあることに表れているように、顧客の投資需要は⾮常に旺盛。

 コロナウイルスの影響が早期に収束すれば、この旺盛な需要がまた出てくるものと想
定。
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 コンサルティングは、4Qの受注が⾼⽔準だったことにより増加。

 ⾦融ITは、証券業向けを中⼼に増加。増額105億円のうち、⽇本証券テクノロジーの
連結⼦会社化による寄与分が約50億円。

 産業ITは、流通業中⼼に消費税増税対応の反動があるも、国内については前年並みの
⽔準。

 IT基盤は、セキュリティ事業、クラウド事業で増加。
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 景気後退の影響が最も早期に出るであろうコンサルティングは減収の予想

 ⾦融ITは、
・証券業向けは、STAR導⼊案件の進捗と⽇本証券テクノロジーの連結効果
（約80億円）により増収の予想。

・保険業向けは、⼤⼿⽣保向け事業の落ち込みやダイレクト損保向けサイト構築
案件の⼀巡により、減収の予想。

 産業ITは、⼀部顧客の案件⾒送りの影響がある⼀⽅で、ECなど投資需要が強い領域
もあり、ほぼ前期並みの予想。

 IT基盤は、テレワーク需要の増加に伴い、引き続き⾼い伸びを期待。
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 開発・製品販売は、前期⽐3.9％で増収の想定。
・⾦融ITは、前期3⽉末までに積み上げた受注により、コロナウィルスの影響は
⽐較的軽微と⾒ている。

・産業ITは、業種によっては案件の先送りや縮⼩なども想定され、やや厳し⽬の
想定を置いている。

 運⽤サービスは、安定的な増収を⾒込む。
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 売上5,400億円は、⽇本証券テクノロジーの連結効果（約80億円）を除くと前期並
みの⽔準。

 営業利益830億円も、同様に前期並みの⽔準。

 配当は、前期の期末配当を2円増配（1⽉に発表）したところからの据え置きで、通
期では2円増配。

 なお、今期は新型コロナウイルスの収束タイミングによっては上期・下期間の期ズ
レが起こりやすいと想定されるため、上期・下期別の予想は開⽰していない。
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 中期経営計画の⽬標値は変更しない。

 海外事業は、今期の売上⾼500億円、前期⽐33億円の増収を⽬指す。
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 NRIデジタルの体制を強化。コンサルタントとエンジニアが⼀体となって、DX関連
案件の開拓と深堀を進める。

 連結売上に占めるDX関連売上⾼の⽐率は58%となり、2019年3⽉期から1ptの増加。
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 AUSIEX社は、現在は事実上CBA銀⾏の⼀事業部⾨であり、本社機能を持たない。本
社機能の準備など独⽴会社としての体制整備に時間を要するため、契約締結から実
際の株式取得までタイムラグがある。
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